
地域医療介護総合確保基金にかかる県計画に
関する事後評価（案）について

令和４年８月２６日
第２回徳島県地域医療総合対策協議会

資料１－２



医師等の偏在の解消、医療機関の
勤務環境の改善、チーム医療の推進等の

事業に助成し、医師、看護師等の地域に
必要な質の高い医療従事者の確保・養成
を推進する。

・産科・救急・小児等の不足している診療
　科の医師確保支援
・新人看護職員・看護職員等の質の向上を

　図るための研修の実施

　地域包括ケアシステムの構築に向けて、
居宅等における医療の提供に関する事業
を行う。

・在宅医療の従事者やかかりつけ医の育成
・訪問看護の促進、人材確保を図るための
　研修等の実施
・在宅歯科医療の実施に係る拠点・支援

　体制の整備 等

　地域医療構想の達成に向けた病床機能
の分化及び連携等について実効性のある
ものとするため、医療機関が実施する
施設・設備の整備に対する助成を行う。

・医療機関（病院、診療所）をはじめ、
　訪問看護ステーション、薬局及び介護
　関係施設等におけるＩＣＴを活用した
　地域医療情報ネットワークの構築を行う

　事業

医療介護総合確保促進法に基づく県計画について

　○基本的な考え方

　　　地域における効率的かつ質の高い医療提供体制の構築とともに、地域包括ケアシステムの構築等により様々な課題を解決し、
　　県民が疾病を抱えても、自宅等の住み慣れた生活の場で療養し、人生の最後まで自分らしい生活を続けられるよう県計画を策定。

　○医療介護総合確保区域
　　東部（徳島市、鳴門市、吉野川市、阿波市、佐那河内村、石井町、神山町、松茂町、北島町、藍住町、板野町、上板町）
　　南部（小松島市、阿南市、勝浦町、上勝町、那賀町、美波町、牟岐町、海陽町）

　　西部（美馬市、三好市、つるぎ町、東みよし町）

　○計画の期間

　　平成２６年度県計画　平成26年度～令和２年度（７年間）　　　平成３０年度県計画　平成30年度～令和７年度（８年間）
　　平成２７年度県計画　平成27年度～令和３年度（７年間）　　　令和元年度県計画　  令和元年度～令和７年度（７年間）
　　平成２８年度県計画　平成28年度～令和７年度（10年間）　　　令和２年度県計画　  令和２年度～令和７年度（６年間）
　　平成２９年度県計画　平成29年度～令和７年度（９年間）　　　令和３年度県計画　　令和３年度～令和４年度（２年間）

Ⅰ　病床機能分化・連携事業 Ⅱ　在宅医療推進事業 Ⅳ　医療従事者の確保・養成事業
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達
成

順
調

未
達
成

① 在宅医療支援システムの構築 1 H27 構築 構築 ○ 基礎システムを構築し、運用上の課題の共有を行った。

②
周術期口腔管理連携に係る人材育成の研
修等の実施

5 H28 30回 46回 ○
周術期口腔管理連携に係る人材育成の研修等を実施した。（46
回）

③ 阿南中央医療センター（仮称）工事着手 6 H30 工事着手 工事着手 ○ 阿南医療センター実施設計完了、工事着手。

④
在宅医療の質の向上に資する機器を整備
する医療機関等の数

9 H27 5機関 10機関 ○
在宅医療の質の向上に資する機器を整備する医療機関等の数
は10機関となった。

⑤
新規退院調整担当者を配置する医療機関
数

11 H29 4機関 10機関 ○ 新規退院調整担当者を配置する医療機関数　10機関

⑥
退院調整担当者のための相談窓口の設置
等

11 H29 設置 設置 ○
退院調整担当者のための研修と、研修時相談窓口の設置を行っ
た。

※事業に複数の目標がある場合には、目標項目は達成であっても、事業全体としての進捗状況は異なる場合がある。

説明主な目標の設定項目
事業
番号
※

事業
終了
年度

目標数値
等

目標達成
時点での
実績

進捗状況

徳島県全体
達成状況

I医療の総合的な確保に関する目標

・県下全域の保健医療支援機能の充実・強化など、広域的・総合的な支援体制を強化するため、東部圏域とその他圏域

との連携を十分に図り、地域の保健医療資源の効率的な活用と適正配置を進めることを目標としています。

平成２７県計画達成状況（県全体）
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達
成

順
調

未
達
成

⑦ リハビリ専門職の配置人数 11 H29 10人 45人 ○ リハビリ専門職を45人配置した。

⑧
在宅医療機関の「後方支援病院ネットワー
ク」窓口の開設

12 H29 1箇所 3箇所 ○
在宅医療機関の「後方支援病院ネットワーク」窓口を３箇所開
設。

⑨ 分娩取扱医療機関 23 H28 17医療機関 17医療機関 ○ 分娩取扱医療機関：17医療機関に補助を実施。

⑩
医療従事者を対象とした救急医療研修会
に参加した医師数

36 H27 15人 32人 ○
ＪＡＴＥＣを開催し、外傷患者対応が可能な医療従事者が増加し
た。（32人参加）

⑪ 救急医療フォーラム参加者数 36 H27 300人 331人 ○
救急医療に関するフォーラムを開催し、救急医療に関する普及啓
発が図られた。（331人参加）

⑫
医療人材育成機関認証制度の活用施設
数

54 H28 5箇所 35箇所 ○
医療人材育成機関認証制度を創設し、35箇所の施設が制度を活
用した。

※事業に複数の目標がある場合には、目標項目は達成であっても、事業全体としての進捗状況は異なる場合がある。

主な目標の設定項目
事業
番号
※

事業
終了
年度

目標数値
等

目標達成
時点での
実績

進捗状況

説明

事業の目標全５８項目中 達成５８項目

平成２８年度県計画達成状況（県全体）
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達
成

順
調

未
達
成

①
周術期口腔管理連携に係る人材育成の研
修等の実施

5 H28 15回 25回 ○
周術期口腔管理連携に係る人材育成の研修等を実施した。（25
回）

② 阿南医療センターにおける回復期病床 6 H30 70床
新棟完成
（88床）

○ 阿南医療センターの新棟が完成。

③
徳島赤十字病院における救急患者及び紹
介患者の受入れ増

7 H30 350人／年 387人／年 ○ 日帰り手術センター等を含む増築棟が完成。

④
病棟の建替え等により病床機能の分化・
連携を推進する病床

8 H29 50床程度 50床 ○
病棟の建替え等により病床機能の分化・連携を推進すを実施し
た。（50床）

⑤
入院医療機関及び在宅療養支援病院・診
療所、訪問看護ステーション等の情報共有
検討会の開催

10 H28 4回 13回 ○
入院医療機関及び在宅療養支援病院・診療所、訪問看護ステー
ション等の情報共有検討会を実施した。（13回）

⑥
多職種連携等を推進するための研修会ま
たはセミナーの開催回数

10 H28 2回 4回 ○ 多職種連携等を推進するための研修会を4回実施した。

⑦
かかりつけ医としての幅広い知識向上の
ための研修会の開催件数

12 H29 45回 45回 ○
かかりつけ医としての幅広い知識向上のための研修会を開催し
た。（45回）

⑧ 訪問看護に関する研修等の開催 16 H29 10回 12回 ○ 訪問看護に関する研修会等を開催した。（12回）

⑨ 分娩取扱医療機関 22 H28 15医療機関 18医療機関 ○ 県内の分娩取扱機関　18機関

⑩
医療従事者を対象とした研修会に参加し
た医師数

36 H28 15人 32人 ○
救急病院に勤務している医療従事者を対象とした研修会に参加
した医師数　32人

⑪
病院内保育所運営費補助の運用対象施
設数

28 H29 8施設 11施設 ○ 病院内保育所運営補助の運用対象施設数　11施設

※事業に複数の目標がある場合には、目標項目は達成であっても、事業全体としての進捗状況は異なる場合がある。

進捗状況

説明主な目標の設定項目
事業
番号
※

事業
終了
年度

目標数値
等

目標達成
時点での
実績

平成２８年度県計画達成状況（県全体）

平成２９年度県計画達成状況（県全体）

事業の目標全５５項目中 達成５５項目
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達
成

順
調

未
達
成

① 在宅医療支援システム導入郡市医師会数 1 H29 10団体 10団体 ○ 在宅医療支援システムを10郡市医師会が導入した。

②
地域医療機関等の職員対象の研修会の
開催

2 H29 1回 1回 ○
地域医療機関等の職員を対象に、医科歯科連携に係る研修会を
行った。

③
がんとの共生を支える歯科診療研修会の
受講者

2 H29 90名 154名 ○ がんとの共生を支える歯科診療研修会を154名が受講した。

④
地域医療構想を達成するために必要な整
備を行う医療機関数

4 H30 1施設 1施設 ○ 地域医療構想を達成するために必要な整備を行った。（1施設）

⑤
かかりつけ医としての幅広い知識向上の
ための研修会の開催件数

9 H29 35回 53回 ○
かかりつけ医としての幅広い知識向上のための研修会を開催し
た。（53回）

⑥
かかりつけ医としての幅広い知識向上の
ための研修会の参加医師数

9 H29
延べ
3,000人

延べ
5,475人

○
かかりつけ医としての幅広い知識向上のための研修会に延べ
5,475人の医師が参加した。

⑦ 訪問看護に関する研修等の開催 11 H29 10回 12回 ○ 訪問看護に関する研修会等を開催した。（12回）

⑧
退院支援ルールの定着・改善に係る会議
の開催

14 H29 3回 3回 ○ 退院支援ルールの定着・改善に係る会議を開催した。（3回）

⑨
地域医療支援センター事業における医師
の配置・あっせん数

24 H29 15人 37人 ○ 県内のへき地医療機関等への配置調整等を行った。

⑩ キャリア形成プログラムの作成数 24 H29
延べ52
プログラム

延べ52
プログラム

○ 延べ52プログラムの作成を行っている。

⑪
地域枠卒業医師数に対するキャリア形成
プログラム参加医師数の割合

24 H29 100％ 100％ ○ 地域枠卒業医師は、全てキャリア形成プログラムに参加した。

⑫ 小児救急電話相談件数 25 H29
年間
8,000件

年間
9,990件

○ 年間9,990件の電話相談があった。

⑬ 病院内保育所運営補助 26 H29 8施設 12施設 ○ 病院内保育所運営補助の運用対象施設数　12施設

※事業に複数の目標がある場合には、目標項目は達成であっても、事業全体としての進捗状況は異なる場合がある。

説明主な目標の設定項目
事業
番号
※

事業
終了
年度

目標数値
等

目標達成
時点での
実績

進捗状況

平成２９年度県計画達成状況（県全体）

平成３０年度県計画達成状況（県全体）

事業の目標全４２項目中 達成４２項目
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達
成

順
調

未
達
成

①
平均在院日数（効果的・効率的な医療提供
体制の構築）

1 H31 38.0日 37.0日 ○
研修等により効果的・効率的な医療提供体制を構築することで、
平均在院日数の短縮する。

②
平成30年度基金を活用して整備を行う回
復期病床数

3 R2 10床 17床 ○ 平成30年度基金を活用して整備を行う回復期病床数（17床）。

③ 平均在院日数（在宅医療の推進） 7 H31 38.0日 37.0日 ○
在宅医療を中心としたかかりつけ医養成研修を行うことで、入院
期間の短縮を促進する。

④ 訪問看護ステーション利用者数 9 H31 2,900名 3,597人 ○
訪問看護に関する相談・教育研修を行うことにより、訪問看護の
提供体制が整備され、訪問看護を利用する人が増加する。

⑤
後期高齢者歯科健診協力歯科診療所数
の増加

18 H31 384件 385件 ○
後期高齢者の特性に応じた診療及び保健指導に関する研修を
開催することで、協力歯科診療所を増加させる。

⑥ 県内就業看護職員数（人口10万人対） 23 H31 1760.0人 1,815.4人 ○
看護師等養成所の運営に必要な経費を補助する事により、看護
職員の養成確保を図る。

⑦ 県内で従事する女性医師数 30 H31 550人以上 596人 ○
女性医療従事者に対する相談窓口を設置し、一人でも多くの女
性医療従事者の有効活用を図る。

⑧ 県内の新生児を担当する医師の延べ人数 32 H31 20人 20人 ○
新生児担当医師に対してＮＩＣＵに入院する新生児に応じて手当
を支給することにより、新生児医療担当医師の確保を図る。

⑨ 県内認定看護師数の増加 43 H31 136名 151名 ○
専門看護師、認定看護師の資格取得を支援することにより、質の
高い看護師を増やす。

⑩ 糖尿病サポーター累計資格取得者数 49 H31 100人 100人 ○
介護職、看護職に対して研修を行うことにより、糖尿病療養に関
する正しい知識をもつ糖尿病サポーターを増やす。

※事業に複数の目標がある場合には、目標項目は達成であっても、事業全体としての進捗状況は異なる場合がある。

主な目標の設定項目
事業
番号
※

事業
終了
年度

目標数値
等

目標達成
時点での
実績

進捗状況

説明

平成３０年度県計画達成状況（県全体）

令和元年度県計画達成状況（県全体）

事業の目標全５４項目中 達成５２項目、順調２項目
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達
成

順
調

未
達
成

①
平均在院日数（効果的・効率的な医療提供
体制の構築）

1 R2 36.5日 36.3日 ○
研修等により効果的・効率的な医療提供体制を構築することで、
平均在院日数の短縮する。

②
徳島県全体における機能ごとの病床数
（2025年度までに）

5 R3

【高度急性期】

約800床
【急性期】
約2,500床
【回復期】
約2,700床
【慢性期】
約3,000床

【高度急性期】

約800床
【急性期】
約3,600床
【回復期】
約2,300床
【慢性期】
約3,900床

○
地域医療構想への理解を深め、2025年の病床の必要量と、現時
点での病床数とのかい離を解消する。

③ 平均在院日数（在宅医療の推進） 7 R2 36.5日 36.3日 ○
在宅医療を中心としたかかりつけ医養成研修を行うことで、入院
期間の短縮を促進する。

④ 訪問看護ステーション利用者数 14 R1 3,300名 3,597名 ○
訪問看護に関する相談・教育研修を行うことにより、訪問看護の
提供体制が整備され、訪問看護を利用する人が増加する。

⑤
かかりつけ薬剤師のいる「在宅対応薬局」
の割合

15 R2 59％ 59.6％ ○
在宅医療で使用される医療用麻薬の基礎知識、管理方法を修得
することにより、在宅医療の充実を図る。

⑥ 県内就業看護職員数 17 R3 13,400人 13,399人 ○
看護師等養成所の運営に必要な経費を補助する事により、看護
職員の養成確保を図る。

⑦ 県内の新生児を担当する医師数 25 R1 4人 4人 ○
新生児担当医師に対してＮＩＣＵに入院する新生児に応じて手当
を支給することにより、新生児医療担当医師の確保を図る。

⑧ 県内医療機関従事医師数 26 R1 2,400人 2,425人 ○
医療機関の勤務環境を改善することで、県内医療機関に従事す
る医師の増加を図る。

⑨ 糖尿病サポーター累計資格取得者数 37 R3 150人 207人 ○
介護職、看護職に対して研修を行うことにより、糖尿病療養に関
する正しい知識をもつ糖尿病サポーターを増やす。

⑩ 県内で従事する女性医師数 39 R1 550人以上 596人 ○
女性医療従事者に対して、スキルアップの手段を提供すること
で、一人でも多くの女性医療従事者の有効活用を図る。

※事業に複数の目標がある場合には、目標項目は達成であっても、事業全体としての進捗状況は異なる場合がある。

説明主な目標の設定項目
事業
番号
※

事業
終了
年度

目標数値
等

目標達成
時点での
実績

進捗状況

令和元年度県計画達成状況（県全体）

令和２年度県計画達成状況（県全体）

事業の目標全４１項目中 達成３７項目、順調４項目
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達
成

順
調

未
達
成

①
平均在院日数（効果的・効率的な医療提供
体制の構築）

1 R3 36.0日 37.1日 ○
研修等により効果的・効率的な医療提供体制を構築することで、
平均在院日数の短縮する。

②
徳島県全体における機能ごとの病床数
（2025年度までに）

4 R3

【高度急性期】

約800床
【急性期】
約2,500床
【回復期】
約2,700床
【慢性期】
約3,000床

【高度急性期】

約800床
【急性期】
約3,600床
【回復期】
約2,300床
【慢性期】
約3,900床

○
地域医療構想への理解を深め、2025年の病床の必要量と、現時
点での病床数とのかい離を解消する。

③ 平均在院日数（在宅医療の推進） 6 R3 36.0日 37.1日 ○
在宅医療を中心としたかかりつけ医養成研修を行うことで、入院
期間の短縮を促進する。

④ 訪問看護ステーション利用者数 15 R2 3,300名 3,597名 ○
訪問看護に関する相談・教育研修を行うことにより、訪問看護の
提供体制が整備され、訪問看護を利用する人が増加する。

⑤ 障がい者（児）受入開業歯科診療所数 19 R2 138件 138件 ○
一般歯科開業医の障がい者に対する知識と対応力を強化するこ
とで、県下全域の障がい者の健康増進を図る。

⑥ 県内就業看護職員数 22 R3 13,400人 13,399人 ○
看護師等養成所の運営に必要な経費を補助する事により、看護
職員の養成確保を図る。

⑦ 病院内保育所運用対象施設数 25 R2 8施設 11施設 ○
看護職員等の離職防止や潜在看護職員の再就業の促進を図る
ため、病院内保育所の運営等に必要な経費の補助を行う。

⑧ 県内の新生児を担当する医師数 31 R2 4人 4人 ○
新生児担当医師に対してＮＩＣＵに入院する新生児に応じて手当
を支給することにより、新生児医療担当医師の確保を図る。

⑨ 県内医療機関従事医師数 32 R2 2,450人 2,425人 ○
医療機関の勤務環境を改善することで、県内医療機関に従事す
る医師の増加を図る。

⑩ 県内で従事する女性医師数 47 R2 550人以上 596人 ○
女性医療従事者に対して、スキルアップの手段を提供すること
で、一人でも多くの女性医療従事者の有効活用を図る。

※事業に複数の目標がある場合には、目標項目は達成であっても、事業全体としての進捗状況は異なる場合がある。

主な目標の設定項目
事業
番号
※

事業
終了
年度

目標数値
等

目標達成
時点での
実績

進捗状況

説明

令和２年度県計画達成状況（県全体）

事業の目標全５２項目中 達成４４項目、順調８項目

令和３年度県計画達成状況（県全体） - 8 -



達
成

順
調

未
達
成

①
平均在院日数（効果的・効率的な医療提供
体制の構築）

1 R3 36.0日 37.1日 ○
研修等により効果的・効率的な医療提供体制を構築することで、
平均在院日数の短縮する。

② ３次救急医療機関軽症者患者搬送率 2 R3 38.5% 36.00% ○
搬送先に選択する医療機関を増やすことで、３次救急医療機関
への軽症者搬送割合が減少する。

③
徳島県全体における機能ごとの病床数
（2025年度までに）

3 R3

【高度急性期】

約800床
【急性期】
約2,500床
【回復期】
約2,700床
【慢性期】
約3,000床

【高度急性期】

約800床
【急性期】
約3,600床
【回復期】
約2,300床
【慢性期】
約3,900床

○
地域医療構想への理解を深め、2025年の病床の必要量と、現時
点での病床数とのかい離を解消する。

④ 平均在院日数（在宅医療の推進） 4 R3 36.0日 37.1日 ○
在宅医療を中心としたかかりつけ医養成研修を行うことで、入院
期間の短縮を促進する。

⑤ 訪問看護事業所従事者数 6 R3 420名 495名 ○
訪問看護に関する研修等を行い、訪問看護の提供体制を支援す
ることにより、訪問看護に従事する人が増加する。

⑥ 障がい者（児）受入開業歯科診療所数 15 R3 140件 138件 ○
一般歯科開業医の障がい者に対する知識と対応力を強化するこ
とで、県下全域の障がい者の健康増進を図る。

⑦ 県内就業看護職員数 17 R3 13,420人 13,399人 ○
看護師等養成所の運営に必要な経費を補助する事により、看護
職員の養成確保を図る。

⑧ 県内で従事する女性医師数 24 R3 600人以上 605人 ○
女性医療従事者に対して、スキルアップの手段を提供すること
で、一人でも多くの女性医療従事者の有効活用を図る。

⑨ 救急告示医療機関数 36 R3 41機関 40機関 ○
救急搬送受入れ件数に応じた補助により、二次救急医療機関で
の受入れを促進し、三次救急医療機関の負担軽減等を図る。

⑩ 県内就業歯科衛生士数（人口10万人対） 37 R3 160人 180人 ○
研修会やセミナー等を開催し、歯科技工士・歯科衛生士の確保・
養成を行うとともに、離職した歯科衛生士の復職支援を行う。

⑪
口腔機能維持管理体制を有する介護施設
の割合

39 R3 85.0%
R6全施設
実施に移行

○
医療従事者等に口腔機能の維持向上に関する研修会等を行うこ
とにより、サービス供給体制の整備を促進する。

※事業に複数の目標がある場合には、目標項目は達成であっても、事業全体としての進捗状況は異なる場合がある。

説明主な目標の設定項目
事業
番号
※

事業
終了
年度

目標数値
等

目標達成
時点での
実績

進捗状況

令和３年度県計画達成状況（県全体）

事業の目標全４２項目中 達成２５項目、順調１７項目
（※事業の実施状況は、P11～P13に掲載）
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基金事業一覧
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令和３年度に実施した基金事業に関する事後評価

1 在宅医療提供体制整備事業
H27
～R3

○「在宅医療・介護推進協議会」参加者数
　２０人

○「在宅医療・介護推進協議会」参加者数
　４０人

○
○平均在院日数
　３７．０日（平成30年）→
　３６．０日（令和3年）

○平均在院日数
　３７．１日（令和2年）
※R3調査結果については、まだ公表されていない

○ 医 療 政 策 課

2 地域医療支援センター運営事業
H27
～R3

○地域医療ニーズに応じた適正な医療配置の検討回数
　５回
○地域枠医師のキャリア形成プログラムの適用割合
　１００％

○地域医療ニーズに応じた適正な医療配置の検討回数
　６回
○地域枠医師のキャリア形成プログラムの適用割合
　１００％

○
○医師確保計画における医師偏在指標
　西部（医師少数区域）１４１．８ →
　医師少数区域からの脱出（R6）

○医師確保計画における医師偏在指標
　西部（医師少数区域）１４１．８

○ 医 療 政 策 課

3
感染制御啓発・多業種人材育成
事業

H27
～R3

○研修会参加人数
　１００人

○研修会参加人数
　３５０人

○

○病院での外来治療中・入院中・他院紹介後に結核と
診断された患者数
　８６人（平成２９年度）→
　８０人（令和２年度までに）

○病院での外来治療中・入院中・他院紹介後に結核と
診断された患者数
　９２人（令和2年度）
　７５人（令和3年度）

○ 医療戦略推進室

4 訪問看護体制支援事業
H27
～R3

○訪問看護に関する研修等の開催
　１０回
○研修への参加者数
　延２００名

○訪問看護に関する研修等の開催
　３２回
○研修への参加者数
　延４４８名

○
○訪問看護事業所従事者数
　３９４名　(平成30年度)
　→４２０名(令和4年度までに)

○訪問看護事業所従事者数
　４９５名（令和２年末）

○ 医 療 政 策 課

5 看護職員勤務環境改善推進事業
H27
～R3

○勤務環境改善への取り組み検討施設
　１か所

○勤務環境改善への取り組み検討施設
　２か所

○
○県内就業看護職員
　１３，３７０人（平成30年末）→
　１３，４２０人（令和4年末）

○県内就業看護職員数
　１３，３９９人（令和２年末）

○ 医療戦略推進室

6 女性医師等就労支援事業
H27
～R3

○女性医療従事者からの相談件数
　３件以上
〇講習会等による情報提供件数
　３件以上

○女性医療従事者からの相談件数
　３件
〇講習会等による情報提供件数
　４件

○
○県内医療施設で従事する女性医師数
　５９６人（平成30年度）→
　６００人以上（令和３年度までに）

○県内医療施設で従事する女性医師数
　５９６人（平成３０年度）→
　６０５人（令和２年度）

○ 医 療 政 策 課

7 看護師等養成所支援事業
H27
～R3

○スクールカウンセリング実施養成所への補助
　２校

○スクールカウンセリング実施養成所への補助
　３校

○
○県内就業看護職員
　１３，３７０人（平成30年末）→
　１３，４２０人（令和4年末）

○県内就業看護職員数
　１３，３９９人（令和２年末）

○ 医療戦略推進室

8
病床機能分化・連携促進基盤整
備事業

H27
～R5

○整備を行う施設数
　１施設（令和４年度）

○整備を行う施設数
　０施設（令和３年度）
※R3年度においては事業実施に向け調整を行い、事業
執行はR4年度の予定

○
○徳島県における回復期病床数
　約３，０００床（平成３７年度までに）

○徳島県における回復期病床数
　２，２８８床（R3病床機能報告）

○ 医 療 政 策 課

9
医療勤務環境改善支援センター
事業

H28
～R3

○医療勤務環境改善のための研修会の参加者数
　５０名（R2年度）
○医療勤務環境改善支援センターの支援によって勤務
環境改善計画を策定する医療機関
　２機関（R2年度１、R3年度１）

○医療勤務環境改善のための研修会の参加者数
　９０名（R2年度）
○医療勤務環境改善支援センターの支援によって勤務
環境改善計画を策定する医療機関
　２機関（R2年度１、R3年度１）

○
○県内医療機関従事医師数の増加
　２，３６９人（H28）→
　２，４５０人（R2までに）

○県内医療機関従事医師数
　２，３６９人(H28) →
　２，４２５人(H30）→
　２，４３５人(R2「医師、歯科医師、薬剤師調査」)

○ 医療戦略推進室

10
在宅医療支援のためのかかりつ
け医研修事業

H28
～R3

○ＷＥＢ開催を含む研修会の開催回数
　１５回
○研修会の受講者数
　２，０００人

○ＷＥＢ開催を含む研修会の開催回数
　３２回
○研修会の受講者数
　５，５４２人

○
○平均在院日数
　３６．３ 日（令和元年）→
　３６．０ 日（令和３年）

○平均在院日数
　３７．１ 日（令和２年）
※R3調査結果については、まだ公表されていない

○ 健 康 増 進 課

11 在宅医療課題解決策支援事業
H28
～R3

○課題解決に向けた取組の普及・啓発を目的とした会
議等に出席する職種の数及び総人数
　３職種及び１０人

○課題解決に向けた取組の普及・啓発を目的とした会
議等に出席する職種の数及び総人数
※R3年度においては事業実施に向けた調整は行った
が、事業執行はR4年度の予定

○
○平均在院日数
　３６．３ 日（令和元年）→
　３６．０ 日（令和３年）

○平均在院日数
　３７．１ 日（令和２年）
※R3調査結果については、まだ公表されていない

○ 医 療 政 策 課

12 病院内保育所運営補助事業
H28
～R3

○運用対象施設数
　８施設

○運用対象施設数
　１１施設

○
○県内就業看護職員
　１３，３７０人（平成30年末）→
　１３，４２０人（令和4年末）

○県内就業看護職員数
　１３，３９９人（令和２年末）

○ 医 療 政 策 課

13 新生児医療担当医確保支援事業
H28
～R3

○新生児医療担当手当支給回数
　５０回

〇新生児医療担当者手当支給回数
　８８回（R3）

○
○県内の新生児を担当する医師数
　4人(令和２年度)→4人(令和３年度)

〇県内の新生児を担当する医師数
　4人（令和３年度）

○ 医 療 政 策 課

14
看護職員キャリアアップ支援事
業

H28
～R3

○認定看護師養成研修への派遣補助
　５名
○特定行為研修への派遣補助
　５名

○認定看護師養成研修への派遣補助
　２５名
〇特定行為研修への派遣補助
　１８名

○
○県内就業看護職員
　１３，３７０人（平成30年末）→
　１３，４２０人（令和4年末）

○県内就業看護職員数
　１３，３９９人（令和２年末）

○ 医療戦略推進室

達成 順調 未達成 達成 順調 未達成

R4.3.31現在

番号 事業名
事業の
期間
(年)

事業の目標 事業の達成状況
事業の達成状況

アウトカム指標 アウトカム指標達成状況
アウトカム指標の達成状況
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令和３年度に実施した基金事業に関する事後評価

達成 順調 未達成 達成 順調 未達成

R4.3.31現在

番号 事業名
事業の
期間
(年)

事業の目標 事業の達成状況
事業の達成状況

アウトカム指標 アウトカム指標達成状況
アウトカム指標の達成状況

15 看護師等修学資金貸付事業
H28
～R3

○看護師等修学資金の継続貸与
　２名

○看護師等修学資金の継続貸与
　２名

○
○県内就業看護職員
　１３，３７０人（平成30年末）→
　１３，４２０人（令和4年末）

○県内就業看護職員数
　１３，３９９人（令和２年末）

○ 医 療 政 策 課

16 在宅歯科医療連携室運営事業
H29
～R3

○在宅歯科医療機器の貸出・使用総件数
　２，０００件

○在宅歯科医療機器の貸出・使用総件数
　１，５６４件

○
○平均在院日数
　３６．３ 日（令和元年）→
　３６．０ 日（令和３年）

○平均在院日数
　３７．１ 日（令和２年）
※R3調査結果については、まだ公表されていない

○ 医 療 政 策 課

17
在宅医療・介護コーディネート
事業

H29
～R3

○退院支援ルールの定着・改善に係る会議の開催
　３回

○退院支援ルールの定着・改善に係る会議の開催
　１回

○
○平均在院日数
　３６．３ 日（令和元年）→
　３６．０ 日（令和３年）

○平均在院日数
　３７．１ 日（令和２年）
※R3調査結果については、まだ公表されていない

○ 健 康 増 進 課

18 退院支援担当者配置等支援事業
H29
～R3

○本事業を活用して退院支援担当者を配置する医療機
関数
　２機関

○本事業を活用して退院支援担当者を配置する医療機関
数
　１４機関

○
○平均在院日数
　３６．３ 日（令和元年）→
　３６．０ 日（令和３年）

○平均在院日数
　３７．１ 日（令和２年）
※R3調査結果については、まだ公表されていない

○ 医 療 政 策 課

19 子ども医療電話相談事業
H29
～R3

○子ども医療電話相談件数
　年間８，０００件

〇子ども医療電話相談件数
　６，９０５件

○
○小児救急医療拠点病院における軽症患者率
　８６．８％（H28）→８６．８%以下(R3)

○小児救急医療拠点病院における軽症患者率
　８０．５％(R3)

○ 医 療 政 策 課

20 産科医等確保支援事業
H29
～R3

○手当支給者数
　４２人
○手当支給施設数
　１４施設

〇手当支給者数
　８５人
〇手当支給施設数
　１４施設

○
○分娩1,000件あたりの産婦人科医師数
　１４．７人（H28）→１４．７人（R3）

○分娩1,000件あたりの産婦人科医師数
　１９．１人（R3）

○ 医 療 政 策 課

21 二次救急医療体制確保支援事業
H29
～R3

○補助医療機関数
　１５医療機関
○補助対象医療機関救急搬送受入総件数
　１，２７５件

○補助医療機関数
　１８医療機関
○補助対象医療機関救急搬送受入総件数
　１８，２６４件

○
○救急告示医療機関数
　令和２年度：４１機関→令和３年度：４１機関

○救急告示医療機関数
　令和３年度：４０機関

○ 医 療 政 策 課

22 地域医療総合対策協議会費
H30
～R3

○「地域医療総合対策協議会」年間開催回数
　２回

○「地域医療総合対策協議会」年間開催回数
　２回

○

○南部及び西部圏域における人口１０万人当たり医師数
　南部圏域：２５６．７人（H28）→
　　　　　　２５７．０人（R2）
　西部圏域：２００．０人（H28）→
　　　　　　２０３．０人（R2）

○南部及び西部圏域における人口１０万人当たり医師数
　南部圏域：２５６．７人（H28）→
　　　　　　２９０．０人（R2）
　西部圏域：２００．０人（H28）→
　　　　　　２０４．９人（R2）

〇 医 療 政 策 課

23 口腔ケア連携事業
H30
～R3

○地域医療機関等の職員対象の研修会の実施
　１回
○医科歯科連携のための研修会の受講者
　１００名

○地域医療機関等の職員対象の研修会の実施
　新型コロナ感染拡大状況により中止
○医科歯科連携のための研修会の受講者
　新型コロナ感染拡大状況により中止

※歯科医師・歯科衛生士派遣による口腔ケア連携は実
施するとともに、研修会に変わる啓発資料を作成配
布。

○
○平均在院日数
　３６．３ 日（令和元年）→
　３６．０ 日（令和３年）

○平均在院日数
　３７．１ 日（令和２年）
※R3調査結果については、まだ公表されていない

○ 医 療 政 策 課

24
在宅医療・介護連携サポート事
業

H30
～R3

○本事業を活用して後方支援病院ネットワークの構築
に取り組む医療機関等の数
　２か所

○本事業を活用して後方支援病院ネットワークの構築
に取り組む医療機関等の数
　２か所

○
○平均在院日数
　３６．３ 日（令和元年）→
　３６．０ 日（令和３年）

○平均在院日数
　３７．１ 日（令和２年）
※R3調査結果については、まだ公表されていない

○ 医 療 政 策 課

25
歯科医療関係者在宅医療対応力
向上支援事業

H30
～R3

○説明会参加者数
　２０名

○説明会参加者数
　３５名（コロナ禍のため、会員用グループウェアに
て動画配信を実施）

○
○後期高齢者歯科健診協力歯科診療所数の維持
　３８５件（令和３年度当初）→
　３８５件（令和４年度当初）

○後期高齢者歯科健診協力歯科診療所数の維持
　３７８件（令和４年度当初）

○ 医 療 政 策 課

26 看護師等養成所運営費補助事業
H30
～R3

○補助を行う看護師等養成所
　２箇所

○補助を行う看護師等養成所
　２箇所

○
○県内就業看護職員
　１３，３７０人（平成30年末）→
　１３，４２０人（令和4年末）

○県内就業看護職員数
　１３，３９９人（令和２年末）

○ 健 康 増 進 課

27
看護学生臨地実習指導体制強化
事業

H30
～R3

○保健師助産師看護師等実習指導者講習の修了者数
　２０人

○保健師助産師看護師等実習指導者講習の修了者数
　１９人
○特定分野における保健師助産師看護師等実習指導者
講習会の修了者数
　４人

○
○県内就業看護職員
　１３，３７０人（平成30年末）→
　１３，４２０人（令和4年末）

○県内就業看護職員数
　１３，３９９人（令和２年末）

○ 医 療 政 策 課

28 新人看護職員研修事業
H30
～R3

○新人看護職員研修の実施病院への補助
　１５箇所

○新人看護職員研修の実施病院への補助
　１９箇所

○
○県内就業看護職員
　１３，３７０人（平成30年末）→
　１３，４２０人（令和4年末）

○県内就業看護職員数
　１３，３９９人（令和２年末）

○ 医療戦略推進室

29 看護職員就業確保支援事業
H30
～R3

○看護関係の各種説明会等の開催回数
　３回
○退職後の看護職員活動人数
　延べ５０人

○看護関係の各種説明会等の開催回数
　１４回
○退職後の看護職員活動人数
　延べ１５０人

○
○県内就業看護職員
　１３，３７０人（平成30年末）→
　１３，４２０人（令和4年末）

○県内就業看護職員数
　１３，３９９人（令和２年末）

○ 医 療 政 策 課

30
地域保健従事者実践能力強化事
業

H30
～R3

○研修会受講者延べ人数
　５０名

○研修会受講者延べ人数
　８５名

○

○地域の関係機関及び関係者のネットワーク構築のた
め，チームの一員として関係機関・部署との信頼関係
を構築し，円滑に業務が遂行できる新任期保健師の割
合
　３０％（令和元年度）　→
　３５％以上（令和3年度）

○地域の関係機関及び関係者のネットワーク構築のた
め，チームの一員として関係機関・部署との信頼関係
を構築し，円滑に業務が遂行できる新任期保健師の割
合
　４２．２％（R3）

○ 医 療 政 策 課

31 救急医療等「総合力」向上事業
H30
～R3

○医療従事者向けの研修参加者数
　１００人

〇医療従事者向けの研修参加者数
　３４人（R3）

○
○多数傷病者発生時に活動する医療関係者数
　９６名(R元)→１１６名（R3）

〇多数傷病者発生時に活動する医療関係者数
　１０２名（R3）

○ 医療戦略推進室

32
後方支援機関への搬送体制支援
事業

H30
～R3

○モービルICUの運用台数
　２台

○モービルICUの運用台数
　１台

○
○高度救命救急センター運営数
　令和２年度：１→令和３年度：２

○高度救命救急センター運営数
　令和２年度：１→令和３年度：１

○ 医療戦略推進室
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33
休日夜間急患センター機能強化
事業

R1
～R3

○患者の待ち時間（繁忙期）
　180分→120分

○患者の待ち時間（繁忙期）
　60分以内

○
○東部圏域における休日夜間急患センターの運営数
　令和元年度：１→
　令和２年度：１

○東部圏域における休日夜間急患センターの運営数
　令和２年度：１→令和３年度：１

○

34 訪問看護出向支援事業
R1
～R3

○訪問看護出向に係る報告会
　１回
○訪問看護出向に係る調整件数
　１件

○訪問看護出向に係る報告会
　０回（※新型コロナの影響により、書面による報
告）
○訪問看護出向に係る調整件数
　１件（１事例について、出向先・出向元に対し、目
標設定等に係るヒアリングや事業所間調整を実施）

○
○訪問看護事業所従事者数
　３９４名　(平成30年度)
　→４２０名(令和4年度までに)

○訪問看護事業所従事者数
　４９５名（令和２年末）

○ 医 療 政 策 課

35 小児救急医療体制整備事業
R1
～R3

○小児救急拠点病院及び小児救急輪番病院の数
　４機関

○小児救急拠点病院及び小児救急輪番病院の数
　３機関

○
○小児救急拠点病院及び小児救急医療輪番病院が設置
されている二次医療圏数
　２医療圏（R2）→３医療圏（R3）

○小児救急拠点病院及び小児救急医療輪番病院が設置
されている二次医療圏数
　２医療圏（R2）→２医療圏（R3）

○ 医 療 政 策 課

36
へき地看護職員確保・定着推進
事業

R1
～R3

○へき地における看護学生の交流体験
　１回
○復職研修の実施
　３回

○へき地における看護学生の交流体験
　１回
○復職研修の実施
　１３回

○
○県内就業看護職員
　１３，３７０人（平成30年末）→
　１３，４２０人（令和4年末）

○県内就業看護職員数
　１３，３９９人（令和２年末）

○ 医 療 政 策 課

37 歯科医療従事者養成確保事業
R1
～R3

○研修会等参加者数
　３０名

○研修会等参加者数
　３８名（コロナ禍のため、WEBにて研修会を実施）

○
○県内就業歯科衛生士数（人口10万人対）
　１６０人（令和２年末）→
　１６０人（令和３年末）

○県内就業歯科衛生士数（人口10万人対）
　１８０人（令和３年末）

○ 健 康 増 進 課

38 口腔機能向上研修事業
R1
～R3

○研修会参加者延べ人数
　９０人

○研修会参加延べ人数
　６１名

○
○口腔機能維持管理体制を有する介護施設の割合
　６１．１％（H29）→８５．０％（R3）

○口腔機能維持管理体制を有する介護施設の割合
　R6全施設実施に移行のためR3の数値なし

○

39
医療健康ビッグデータ活用促進
事業

R2
～R3

○医療健康ﾋﾞｯｸﾞﾃﾞｰﾀ活用推進に向けた検討会議の開催
　２回

○医療健康ﾋﾞｯｸﾞﾃﾞｰﾀ活用推進に向けた検討会議の開催
　１回（R2）
　１回（R3）

○
○平均在院日数
　３７．０日（平成30年）→
　３６．０日（令和3年）

○平均在院日数
　３７．１日（令和2年）
※R3調査結果については、まだ公表されていない

○ 医 療 政 策 課

40
小児科・産科医師に係る働き方
改革モデル事業

R2
～R3

○アンケート調査
　１回
○検討会議開催
　２回

○アンケート調査
　１回
○検討会議開催
　２回

○

○県内病院に従事する小児科・産婦人科医師数
　小児科医　６４人（H30）→
　　　　　　６４人（R2）
　産婦人科医  ５０人（H30）→
　　　　　　　５０人（R2）

○県内病院に従事する小児科・産婦人科医師数
　小児科医　６４人（H30）→
　　　　　　６４人（R2）
　産婦人科医  ５０人（H30）→
　　　　　　　５０人（R2）

○

41 医療従事者配置支援事業
R2
～R3

○本事業を活用し、医師事務作業補助者等を配置した
医療機関数
　４医療機関

○本事業を活用し、医師事務作業補助者等を配置した
医療機関数
　１４医療機関

○
○県内医療機関従事医師数の増加
　２，３６９人（H28）→
　２，４００人（R4までに）

○県内医療機関従事医師数
　２，３６９人(H28) →
　２，４２５人(H30）→
　２，４３５人(R2「医師、歯科医師、薬剤師調査」)

○ 健 康 増 進 課

42
心身障がい者(児）歯科診療対応
力強化事業

R2
～R3

○研修参加者数
　５２人

○研修参加者数
　７０人

○

○障がい者（児）受入れ開業歯科診療所数
　１３８件（R3当初）→
　１４０件（R4当初）
〇実地研修参加歯科診療所数
　２件

○障がい者（児）受入れ開業歯科診療所数
　１３８件
〇実地研修参加歯科診療所数
　２件

○ 医 療 政 策 課

43 単独支援給付金支給事業 R3
○対象となる医療機関数
　６医療機関

○対象となる医療機関数
　６医療機関

○

○令和３年度基金活用病床機能別再編病床数
　急性期 : 42床（稼働病床）→ ７床（許可病床）
　回復期 : 40床（稼働病床）→ 50床（許可病床）
　慢性期 :278床（稼働病床）→159床（許可病床）
　※慢性期病床再編のうち、51床は介護医療院へ転換

○令和３年度基金活用病床機能別再編病床数
　急性期 : 42床（稼働病床）→ ７床（許可病床）
　回復期 : 40床（稼働病床）→ 50床（許可病床）
　慢性期 :278床（稼働病床）→159床（許可病床）
　※慢性期病床再編のうち、51床は介護医療院へ転換

○ 医 療 政 策 課

44 ICT地域医療・介護連携推進事業 R3
○在宅医療支援システム登録患者数
　３０人（徳島市内）

○在宅医療支援システム登録患者数
　３０人（徳島市内）

○
○平均在院日数
　３６．３ 日（令和元年）→
　３６．０ 日（令和３年）

○平均在院日数
　３７．１ 日（令和２年）
※R3調査結果については、まだ公表されていない

○ 医 療 政 策 課

45
地域包括ケア・在宅医療推進薬
剤師育成事業

R3
〇研修（座学及び実技）を受講した薬剤師数
　０人（R3.4）→２０人（R4.3）

〇研修（座学及び実技）を受講した薬剤師数
　座学の受講者　６３名
　実技研修の受講者　０人（コロナにより延期）

○
○研修受講後の無菌調剤を実施する薬剤師数
　０人（R3.4）→１５人（R4.3）

○研修受講後の無菌調剤を実施する薬剤師数
　０人（コロナにより実技研修延期）

○ 医 療 政 策 課

46
小児在宅医療提供体制構築支援
事業

R3

○研修会の開催件数
　２回
〇県内の小児在宅サポート医の数
　１５名

○研修会の開催件数
　１回
〇県内の小児在宅サポート医の数
　１４名

○
○平均在院日数
　３６．３ 日（令和元年）→
　３６．０ 日（令和３年）

○平均在院日数
　３７．１ 日（令和２年）
※R3調査結果については、まだ公表されていない

○ 医 療 政 策 課

47 臨床研修医確保対策推進事業 R3
○臨床研修病院合同説明会で本県の医療機関を訪問し
た医学部生の累計人数
　２００人以上

○臨床研修病院合同説明会で本県の医療機関を訪問し
た医学部生の累計人数　１７１人(令和３年度)

○
平成２７年度以降の県内での研修医総マッチング件数
１１５人（平成２７年度）→３５９人（令和３年度）

○平成２７年度以降の県内での研修医総マッチング件
数
　４９人（平成２７年度）→１１５人（平成２８年
度）→１６６人（平成２９年度）→２２７人（平成３
０年度）→２７２人（令和元年度）→３１１人（令和
２年度）→３５６人（令和３年度）

○ 医 療 政 策 課

48
女性医師等のための教育・学習
支援事業

R3
○セミナー等の開催
　３回

○セミナー等の開催
　４回

○
○県内で従事する女性医師数
　５９６人（平成３０年度）→
　６００人以上（令和３年度までに）

○県内医療施設で従事する女性医師数
　５９６人（平成３０年度）→
　６０５人（令和２年度）

○ 医療戦略推進室

49
徳島県立中央病院ＥＲ棟整備に
よる勤務環境改善等事業

R3
○ＥＲ棟を整備する医療機関
　０機関（令和３年度末）→
　１機関（令和４年度末）

令和3年9月15日工事着手、令和4年度へ事業を繰り越
し。(工事進捗率40%）

○
○新規入院患者数（１日平均）
　３２．０人（令和３年度）→
　３２．５人（令和５年度）

令和3年度から令和4年度へ事業を繰り越したため、ア
ウトカム進捗状況は未集計。

○

合計 34 15 0 15 34 0
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